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1. 総 則 

 
1.1 目 的 

 

本技術資料(案)は、防雪柵の開口部における局所的な視程障害の対策を行うために必要な技術的事項を

まとめたものであり、防雪柵の開口部対策の検討および実施に資することを目的とする。 

 

【解説】 

(1) 背景 

冬期道路交通の安全確保において、吹雪によりもたらされる障害は、運転者（以降、ドライバーとする）の視

認性が低下する視程障害1), 2)と吹きだまり1), 3)である。北海道の冬期道路は、吹雪による視程障害や吹きだまり等

のため、非常に厳しい運転環境にある4)。特に視程障害時の事故は後続車からの発見が難しく、多重衝突事故に

発展する場合も少なくない。こうしたことから防雪柵等の吹雪対策施設の整備が進められてきた1), 5), 6)。 

防雪柵は道路に沿って連続的に設置されるが、周辺地形や土地利用の状況により、また取付道路や道路の交差

部等では開口部を設ける必要がある。そのため、道路沿線では防雪柵が途切れる箇所が存在する。このような防

雪柵の開口部において吹雪が発生すると、風の収束により風速が増加してそれに伴い飛雪の流量も増加する（写

真1.1.1）9)。これにより、防雪柵の開口部における視程が局所的かつ急激に低下し7), 8)、ドライバーの運転に影響

して交通事故の誘因となることが懸念されている10)。 

 

(2) 本技術資料(案)の目的 

本技術資料(案)は、吹雪対策施設として整備された防雪柵の開口部における局所的な視程障害の対策を行うた

めに必要な技術的事項を、現時点で得られている知見に基づいてまとめたものであり、これにより防雪柵の開口

部対策の効率的な検討および適切な実施に資することを目的とする。 

吹雪対策の基本的な考え方や計画手順、吹雪対策調査等については、「道路吹雪対策マニュアル（平成23年改

訂版）」1)の第１編「共通編」を、防雪柵の定義と特徴、計画、設計、施工、維持管理については、同マニュア

ル1)の第３編「防雪柵編」を参照されたい。 

 

 

  

写真1.1.1 防雪柵の開口部における吹雪時の状況の例9) 

移動気象観測による(a)開口部手前と(b)開口部における状況。 

  

(a) (b) 
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1.2 適用範囲 

 

本技術資料(案)は、北海道開発局が整備する一般的な道路における防雪柵に適用することを意図したも

のであり、防雪柵の開口部対策に関して「道路吹雪対策マニュアル」を補完するものである。なお、本技

術資料(案)の開口部対策は、主に吹き止め柵の開口部を対象にしたものである。 

 

【解説】 

(1) 本技術資料(案)の適用範囲 

本技術資料(案)は、北海道開発局が整備する一般的な道路の防雪柵に適用することを意図したものであり、防

雪柵の開口部対策に関して「道路吹雪対策マニュアル（平成23年改訂版）」1)を補完するものである。極めて特

殊な気象、地形であって本技術資料(案)によることが適当でないと判断される場合には、別途検討することとす

る。 

 

(2) 対象とする防雪柵の種類 

防雪柵には、「吹きだめ柵」、「吹き払い柵」、「吹き止め柵」、「吹き上げ防止柵」の４種類がある1), 5), 6)。

防雪柵の開口部では視程障害が生じやすいことが知られており、特に吹き止め柵で顕著である7), 8), 10)。吹き止め

柵は、空隙率の小さい柵の構造を有しており、吹雪時に風上側から吹き付けられる飛雪を遮る柵形式（写真

1.2.1(a)）である。一方、その開口部では、飛雪を遮る柵が途切れていることに加えて、風が開口部で収束する

ことに伴う飛雪流量の増加によって局所的な視程障害や視程の急変を生じやすい傾向がある（2.1参照）8)。つま

り、吹き止め柵（写真1.2.1(a)）の開口部における局所的な視程障害や視程の急変は、同じく道路用地内に設置

される吹き払い柵（写真1.2.1(b)）の開口部よりも顕著となる8)。よって、本技術資料(案)で示す開口部対策は、

主に吹き止め柵の開口部を対象とする。 

 

 

 

  

写真1.2.1 防雪柵の例1) 

(a)吹き止め柵、(b)吹き払い柵。 

 

  

(a) (b) 
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1.3 本技術資料(案)の構成 

 

本技術資料(案)の構成は、「総則」、「防雪柵の開口部における視程障害」、「防雪柵の開口部対

策」、「開口部対策に関するその他の技術的事項」の4章からなる。 

 

【解説】 

(1) 本技術資料(案)の構成 

本技術資料(案)の構成は、以下に示す4章からなる。 

1章の「総則」では、本技術資料(案)の目的と適用範囲および構成を示し、本技術資料(案)で用いる主な用語

を説明する。 

2章の「防雪柵の開口部における視程障害」では、防雪柵の開口部における視程障害の発生機構やドライバー

の運転への影響について解説する。 

3章の「防雪柵の開口部対策」では、開口部対策の目的や必要性の検討、対策の種類と特徴、および開口部対

策として実際の道路で活用されている副防雪柵の設置に関する技術的事項等について、現時点で得られている調

査や現地観測、風洞実験、数値シミュレーション解析等の結果に基づいて説明する。 

4章の「開口部対策に関するその他の技術的事項」では、新たな副防雪柵の技術的な紹介と防雪柵の端部対策

について触れ、防雪柵の開口部対策工を例示する。 

また、巻末には、1～4章で説明した内容の根拠となる文献を示す。1～4章の内容の詳細を知りたい場合は、こ

れらの文献を参照されたい。 

 

(2) 本技術資料(案)の記載事項ついて 

本技術資料(案)は、防雪柵の開口部における吹雪時の視程障害と、それによるドライバーへの影響、視程障害

を緩和するための対策手法に関して実施した、実際の道路における移動気象観測、防雪柵周辺の風速分布を再現

する三次元数値シミュレーション解析、防雪柵模型を用いた風洞実験、実寸大の防雪柵を用いた現地観測により

得られた結果から、現時点において得られている知見をまとめたものである。ただし、副防雪柵の効果等につい

て全ての条件で実験や観測、解析を実施できたわけではない。今後の観測や解析等によって新たな知見が得られ

た場合には、本技術資料(案)の内容を加筆または修正する場合がある。 
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1.4 用語の説明 

 

本技術資料(案)で用いる用語は、「道路吹雪対策マニュアル」に準じる。 

 

【解説】 

本技術資料(案)で用いる用語は、「道路吹雪対策マニュアル（平成23年改訂版）」1)に準じる。以下に、主な

用語の定義を示す。 

 

吹雪： 一般に雪粒子が風によって空中を舞う現象を吹雪という。降雪がない場合の吹雪は、地吹雪とも呼ば

れる。吹雪は視程を悪化させるとともに、しばしば吹きだまりや雪庇を形成し、交通障害や雪崩発生

等の原因となる11)。 

視程： 昼間においては、空を背景としたとき視角0.5～5°程度となる黒ずんだ目標物が肉眼で識別できる最

大の距離を指す。夜間においては、背景が昼間と同じ明るさと仮定したときに、目標物が識別できる

最大の距離を指す。現在は視程計で気象光学距離を計測し、これを視程として扱う場合が多い11)。 

視程障害： 視程が悪化して交通等の機能が正常な状態より低下すること。吹雪の場合、目の高さを横切る雪

の移動量が多いほど視程障害は大きくなり、道路の通行止めや交通事故の誘因となっている11)。 

吹きだまり： 風速は地表部の凸部や構造物に近づくにつれて減少するため、それらの風上側近傍では吹雪に

よる飛雪が堆積する。吹きだまりは、飛雪が移動を停止してできる丘のような雪の堆積を言う11)。 

吹雪対策施設： 道路等を吹雪から守るための人工物や道路構造。人工物には、防雪林、防雪柵、視線誘導施

設、スノーシェルター等がある。道路構造には、防雪切土、防雪盛土、緩勾配盛土がある11)。 

防雪柵： 鋼板等の材料で作られた防雪板を用いて柵前後（風上側、風下側）の風速や風の流れを制御し、飛

雪を吹きだめたり吹き払うことによって、道路の吹きだまり防止や視程障害の緩和を図ることを目的

とした吹雪対策施設。吹きだめ柵、吹き払い柵、吹き止め柵、吹き上げ防止柵の4種類がある1)。 

吹きだめ柵： 道路の風上側に離して設置する柵である11)。柵の前後（風上側、風下側）に飛雪を堆積させる

ことによって、道路への飛雪の吹き込みと吹きだまりを防止する1)。 

吹き払い柵： 風上側の道路用地内に設置する柵である11)。防雪板で風をせき止め、柵の下部間隙から吹き抜

ける強い風を利用して、道路の路側や路面の雪を吹き払う1)。 

吹き止め柵： ①柵高を十分に高くして、②高い柵密度で③小さい下部間隙を持った構造の防雪柵。①と②は

柵の風上側に雪を多く捕捉する機能を持ち、③は風上側から飛雪が吹き抜けるのを防ぐことで、道路

の吹きだまりや視程障害を防ぐ11)。道路用地内に設置して、吹き払い柵の利用限界を超えた広い多車

線道路の吹雪対策を行うために開発された11)。 

開口部： 防雪柵は道路に沿って連続的に設置されるが、周辺地形や土地利用等の状況により、また取付道路

や道路の交差部で防雪柵を設けることができず、防雪柵が一時的に途切れる箇所（区間）のこと。 

端部： 防雪柵の整備区間の末端の箇所（区間）。 

副防雪柵： 防雪柵の開口部における局所的な視程急変の緩和を目的として設置される防雪柵の総称。 

視線誘導施設： 吹雪時の路側や道路線形の視認性を高めることによって、ドライバーの視線誘導や除排雪作

業の安全性と効率性を確保するための吹雪対策施設。視線誘導施設には、視線誘導標、スノーポール、

固定式視線誘導柱、視線誘導樹等がある1)。 
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2. 防雪柵の開口部における視程障害 

 
2.1 開口部における視程障害の発生機構と特徴 

 

防雪柵の開口部では、防雪柵の設置区間に比べて吹雪時における風上側からの飛雪と、収束した風に伴

う飛雪の流量が増加することにより視程障害が生じやすい。特に吹雪時の風向が、防雪柵に直交する風向

を中心とした45°の範囲のときに局所的な視程障害や視程の急変が顕著となる。また、開口部の延長が長

いほど風速が大きく視程は低下する。 

 

【解説】 

(1) 吹雪と視程障害に関する一般的特徴 

吹雪は雪粒子が風によって空中を舞う現象であり、降雪がない場合の吹雪は地吹雪とも呼ばれる11)。風によっ

て運ばれる雪粒子を飛雪または飛雪粒子と呼び、風向に直角な単位断面積を単位時間に移動する雪粒子の質量を

飛雪流量（吹雪質量フラックス）と呼ぶ11)。飛雪流量は風速が大きいほど増加し12), 13)、目の高さを横切る飛雪流

量が多いほど視程は低下する2), 14), 15)。 

吹雪時の視程や吹雪対策施設の防雪機能の評価では、視程の瞬間値ではなく時間的な平均値（または中央値）

を算出して用いる場合が多い1)。しかし、視程は空間的にも時間的にも大きく変動する。例えば、吹雪が連続的

に発生する条件下では、ドライバーの目線高さにおける飛雪流量は瞬間的に10分間平均値の15倍程度になり16)、

また視程の1秒間隔の瞬間的な最小値は10分間平均値の約20 %になる17)。 

 

(2) 開口部における視程障害の発生機構 

防雪柵は吹雪が発生する区間に設置されるが、周辺地形、用排水路、取付道路、交差道路等の関係上、防雪柵

を設置できない箇所があり、防雪柵に開口部が生じるのは避けられない。このような立地条件によって防雪柵を

設けることができない開口部では、風上側からの飛雪によって視程障害が発生しやすい。特に、吹き止め柵等の

空隙率の小さい防雪柵の開口部では、収束した気流による強風が発生し（図2.1.1）18)、これに伴う飛雪によって、

視程は局所的に一段と悪化する場合がある7), 8)。例えば図2.1.1は、防雪柵の開口部周辺における風速の水平分布

の三次元数値シミュレーション解析による結果の一例である。図中コンターの赤い部分は強風を示している。道

路上の風速に着目すると、防雪柵開口部の風下で局所的に風速が大きくなっていることがわかる。 

 

 
図2.1.1 開口部周辺における風速分布の数値シミュレーション解析例18) 

道路 

防雪柵 

開口部 

風向 車道外側線の位置（防雪柵側） 
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図2.1.2は、防雪柵の影響が少ない風上側約50 mの箇所（基準点）の視程と開口部（開口部延長: 9 m）における

視程の観測値を比較した例で、風向は防雪柵にほぼ直交する方向である19)。図2.1.2より、周囲の平均的な吹雪の

状況下にあると考えられる基準点に比べて、開口部における視程は小さくなる（視界が悪くなる）傾向にある。 

このように、防雪柵の開口部で発生する視程障害は、開口部における風の収束に伴う飛雪流量の増加によって

発生する（図2.1.3）。これをエンドエフェクトと呼ぶ1)。 

 

 

 

  

図2.1.2 基準点と防雪柵開口部における視程の観測値の比較例19) 

基準点の風向が(a)西と(b)西北西の場合。風向は異なるが、いずれも防雪柵に直交する方向に近い。 

 

 

 

 

図2.1.3 防雪柵の開口部における視程障害の発生機構（エンドエフェクト） 

「道路吹雪対策マニュアル（平成23年改訂版）」1)の図を基に作成。 

 

防雪柵 防雪柵

開口部

風上からの
飛雪を伴う風

局所的な視程障害

風の収束

風上からの飛雪
＋ 風の収束による飛雪

収束に伴う風収束に伴う風
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(3) 開口部における視程障害の観測事例 

図2.1.4は、移動気象観測車による防雪柵開口部の視程と風向風速の観測事例9)である。視程は、観測値（図

2.1.4(b)）とそれを移動平均した値（図2.1.4(d)）である。視程の移動平均値とは、観測点の前後5 mの範囲にお

ける視程の平均値（10 m移動平均）である。風向は防雪柵にほぼ直交しており、図には道路上の吹きだまりと積

雪の範囲も示す（図2.1.4(a)）。 

図2.1.4より、防雪柵の開口部（延長: 22 m）では、防雪柵の設置区間に比べて風速が増加して15 m/s以上になり、

また視程は低下して100 m未満になっている。図中の赤線は、開口部を除く防雪柵設置区間の平均値である。移

動平均の視程がこの平均値（赤線）を下回る箇所および風速の観測値がこの平均値（赤線）を上回る箇所をエン

ドエフェクトの影響範囲とすると、この観測事例9)では開口部に加えて防雪柵設置区間のうち最大8 m程度（図

2.1.4(d)の緑丸部分）の区間が、エンドエフェクトの影響範囲と考えられる。このエンドエフェクトの影響範囲

については、他の観測事例8), 9), 20)でも同様な結果が示されている。 

 

 

図2.1.4 防雪柵の開口部周辺の風速と視程の観測事例9) 

移動気象観測車による観測結果。 

(a) 

(c) 

(b) 

(d) 
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(4) 開口部における視程障害と吹雪時の風向との関係 

防雪柵開口部における風速が防雪柵設置区間の風速より大きくなる傾向は、風向に依存する。図2.1.5は、石狩

吹雪実験場の現地観測において、開口部の風速と基準点（防雪柵から風上側へ20 m離れた箇所）の風速の比をと

り、風速比として風向別にまとめた結果21)である。この図から、風向が防雪柵に対して直交する方向を中心に概

ね45°の範囲のときに開口部の風速が大きくなり、エンドエフェクトの影響が強く現れる。特に、直交風のとき

の開口部における風速増加が顕著である。一方、風向が防雪柵の直交方向に対して45°以上斜めとなる斜風時で

は風速の中央値は低下するが、風速の最大値は基準点より大きい傾向となる。このような風向と開口部における

風速の関係は、他の観測事例22)や数値シミュレーションによる風速分布の解析21)-23)、防雪柵模型を用いた風洞実

験24)でも確認されている。視程においても、実寸大の防雪柵を用いた現地観測の結果19), 25), 26)、吹雪時の風向が防

雪柵に直交する場合に視程が低下する傾向にある（図2.1.2参照）。 

 

 

 

 
 

 

 
 

図2.1.5 風向と防雪柵開口部における風速の関係21) 

石狩吹雪実験場における(a)実寸大の防雪柵を用いた観測結果、(b)開口部と風向の関係。 

 

 

 

開口部

北西西南西

西

22.5o

防雪柵

45.0o

道路

南西

西北西

北北西

(a) 観測期間：H30(2018)年1～3月 

(b) 
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(5) 開口部における視程障害と開口部延長との関係 

開口部における風速の増加と視程の低下およびこれらの程度は、開口部の延長（幅）にも依存し、開口部の延

長が長いほど風速が大きく視程は低下する9), 20), 27)。また、開口部の延長が長いほど、道路上の強風範囲が広がり、

より風下側の車線にも強風域が広がる24)。例えば、図2.1.6と図2.1.7に示す移動気象観測車による観測の結果20), 27)

によると、開口部延長が8 m以上の場合に風速の増加や視程の低下が顕著になり、エンドエフェクトによる影響

の出現頻度が高くなる。特に開口部延長が12 m以上になると、開口部延長が8 m未満の場合に比べて、開口部に

おける風速の中央値は1.5倍以上、視程の中央値は30 %以下になる27)。このように、開口部延長の増加に伴いエン

ドエフェクトによる影響の出現頻度は高くなり、開口部延長が比較的狭い場合にはエンドエフェクトによる影響

の出現頻度は低くなる。 

 

 

 

   

図2.1.6 開口部延長と防雪柵開口部における(a)風速と(b)視程の関係27) 

 

 

 

   

図2.1.7 開口部延長とエンドエフェクトによる影響の出現頻度の関係27) 

(a)風速への影響の出現頻度、(b)視程への影響の出現頻度。 

 

 

  

(a) (b) 

(a) (b) 

1.5倍 

30% 
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2.2 開口部の視程障害による運転への影響 

 

防雪柵の開口部においてドライバーの運転挙動に影響を与える主な要因は、局所的な視程の低下であ

る。視程の低下に伴いアクセル踏量やハンドル操作角等の運転挙動に変化が現れ、車速の低下や車両間の

速度差を招く可能性がある。 

 

【解説】 

(1) 吹雪時の視程障害による運転への影響の一般的特徴 

吹雪によるドライバーの運転挙動への影響は、視程の低下とともに現れる。視程が200 m程度になると走行速

度が徐々に低下し始め28)-30)、視程が100 m未満になると走行速度の低下が顕著になる28)。視程が100 m未満になる

と、アクセル操作等の運転挙動の変化28)に伴い車両間の走行速度の差が大きくなり31)、車間距離が短くなって危

険な状況32), 33)になる。例えば、視程200～100 mのときの平均走行速度は、吹雪の発生していない積雪期の視程

1000 m以上における平均走行速度の88.8 %に低下し、視程100 m未満のときの平均走行速度は、それの79.7 %に低

下する（図2.2.1）29)。 

なおドライバーの吹雪時の視認距離は日中と夜間で異なり、例えば同じ視程でも日中の方が夜間よりもドライ

バーの視認距離は短く34)、冬の視程障害による事故は日中の明るい時間帯に多い31), 35)。また、視程計による視程

の計測値と目視による視認距離には差があり14), 36)、視程の計測値が100 mを超えていても、肉眼で見える最も近

い目標物までの距離が見かけ上0 mになることがある15)。 

 

 

 

 

 

図2.2.1 視程と走行速度比の関係29) 

走行速度比は、視程1000 m以上のときの走行速度との比。 

79.7% 

88.8% 
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(2) 開口部における視程障害と運転への影響 

防雪柵の開口部では、防雪柵の設置区間に比べて視程が低下し、視程100 m未満になる場合がある（2.1参照）8), 

9), 20), 37)。開口部において視程が100 m未満になると、車両の走行速度やアクセル踏量，ハンドル操作角等の運転

挙動の変化が大きくなる38)。 

防雪柵の開口部における運転挙動の具体例を、図2.2.2～図2.2.4に示す。これらの図は、移動気象観測車による

観測結果38)に基づいて、開口部を含めた防雪柵区間における平均風速と平均視程に対して、平均車速、アクセル

踏量、ハンドル操作角の関係を示したものである。図2.2.2と図2.2.3に示す箱ひげ図の区分は、下から最小値、

25 %タイル値、中央値、75 %タイル値、最大値である。 

平均車速（図2.2.2）について、風が強く視程が低下するほど車速が低下する傾向にある。特に視程100 m以下

の場合における車速の中央値は、20 km/h程度と大幅に低下した。また、アクセル踏量の中央値（図2.2.3）と風速

との関係は明確ではないが、視程100 m以下の場合にアクセル踏量が顕著に小さくなり、これが車速の低下に影

響したと考えられる。視程の低下に伴い道路形状や視的目標物の視認が困難となるため28)、アクセル踏量を減少

させて速度を抑える傾向にあると考えられる。なお、視程が低下した場合や風速の急変があった場合には、アク

セル操作に加えてブレーキ操作を行う傾向もある38)。 

 

 

 

  

図2.2.2 開口部における平均車速と(a)平均風速、(b)平均視程の関係38) 

 

 

  

図2.2.3 開口部におけるアクセル踏量と(a)平均風速、(b)平均視程の関係38) 

 

(b) (a) 

(a) (b) 
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ハンドル操作角（図2.2.4）については、風速との関係は明確ではないが、視程が100 m以下となる場合に標準

偏差（ばらつき）が顕著に大きくなった。図2.2.4以外の観測事例27)でも、視程が低下した場合や風速の急変があ

った場合に、ハンドル操作角の変化が大きくなる傾向がみられる。この理由として、平均視程が100 m以下に低

下して視的目標物の視認が困難となって車両位置が直進方向からずれた場合、吹雪の合間に目標物を視認出来た

際に直進方向の元の位置に戻ろうとして急なハンドル操作が行われたためと考えられる。 

以上の観測事例のように、防雪柵の開口部において車両の運転挙動に影響を与える主な要因は、視程の低下で

あり、これに伴いアクセル踏量やハンドル操作角、ブレーキ操作の運転挙動に変化が現れ車速が低下する傾向が

ある。これらの傾向は、視程が100 m以下になると顕著になる。 

 

 

  

図2.2.4 開口部におけるハンドル操作角と(a)平均風速、(b)平均視程の関係38) 

 

 

 

(3) 開口部の視程障害と事故発生との関連性について 

図2.2.2(b)の視程と車速の関係をみると、視程100 m以下の場合に車速が著しく低下し、またその変化幅（図中

の箱の高さ、つまり75 %タイル値と25 %タイル値の差）が大きくなる。このことは車両間の走行速度の差が大き

くなることを意味し、車間距離が短くなって危険な状況31)-33)になる可能性があることを示唆する。防雪柵の開口

部における視程の低下は、開口部周辺の局所的かつ一時的な現象である場合もあり、その全ての箇所で著しい運

転挙動の変化をもたらすものではないが、図2.2.2～図2.2.4に示す観測事例からは、開口部における視程の低下が

交通障害や事故等の要因になり得る可能性が示唆される。 

 

 

  

(a) (b) 
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3. 防雪柵の開口部対策 

 
3.1 開口部対策の目的 

 

防雪柵の開口部対策の目的は、開口部における局所的な視程障害や視程の急変を緩和すること、および

開口部において路側や道路線形の吹雪時の視認性を高めることにより、冬期道路交通の安全性を確保する

ことである。 

 

【解説】 

防雪柵の開口部対策の目的は、開口部における局所的な視程障害や視程の急変を緩和すること、および開口部

において路側や道路線形の吹雪時の視認性を高めることにより、冬期道路交通の安全性を確保することである。

開口部の局所的な視程障害を緩和するための対策（3.3(2)参照）には、冬期のみ設置可能な形式の防雪柵や仮設

柵等で開口部を塞ぐ方法、防雪柵を延伸して開口部の延長を狭める方法、抵抗物（副防雪柵等）を設置して収束

する風と飛雪を制御する方法があり、吹雪時において開口部の路側や道路線形の視認性を高めるための方法

（3.3(3)参照）には視線誘導施設を設置する方法がある。 
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3.2 開口部対策の必要性の検討 

 

防雪柵の開口部対策を実施する際は、対策する箇所における視程障害の程度や頻度、交通量や事故履歴

等の現地の交通実態等に基づいて対策の必要性を検討する。 

 

【解説】 

(1) 開口部対策の必要性の検討について 

防雪柵の開口部対策を実施する場合、まず対策する箇所における視程障害の程度や頻度、交通量や事故履歴等

の現地の交通実態等に基づいてその必要性を検討する。ただし、道路の交差点や橋梁など対策施設を設置するこ

とが困難な箇所もあるので、次の3.3で示す開口部対策を実施することが可能か、現地の道路構造等も考慮して対

策の必要性を検討することが望ましい。 

 

(2) 開口部における視程障害の程度や頻度の把握について 

防雪柵の開口部対策の必要性を検討するにあたり、対策する箇所における視程障害の程度や頻度を把握する。

防雪柵の開口部における視程障害は局所的な場合が多く、ある程度の視程が確保できればその前方を視認しなが

ら通過できることもある。例えば、開口部延長が長いほど、防雪柵設置区間に比べて開口部における視程低下の

程度は大きくなるが、開口部延長が比較的狭い場合にはエンドエフェクトの影響による視程低下の出現頻度は低

くなる（2.1参照）。一方、局所的であっても視程が極端に低下する場合には車両の走行が困難となることがある

（2.2参照）。開口部でこのような視程障害が頻発する場合には、開口部対策の実施を検討する。 

視程障害の程度や頻度について、それらの記録があれば活用する。こうした記録がない場合には、維持作業者

へのヒアリング調査等により、維持作業からみた防雪柵開口部における吹雪時の作業の困難性を把握することも

一つの方法である。例えば、維持作業からみて防雪柵の開口部において視程障害や吹きだまりの規模が大きく作

業に支障をきたしている場合は、開口部対策実施の判断の一つの目安になると考えられる。また必要に応じて、

現地観測や現地調査により視程障害の実態を直接把握する方法1), 39)-41)や、数値シミュレーション解析1), 18)等によ

り開口部における風の収束状況や視程障害の状況を再現する方法も対策の必要性を検討するための有効な手段と

考えられる。 

 

(3) 開口部における交通実態の把握について 

局所的な視程障害は車両間の速度差を招く32), 33)（2.2参照）ため、特に交通量が多い路線では、現地の交通実態

を考慮した上で対策の必要性を検討することが望ましい。防雪柵の開口部における局所的な視程障害によって交

通事故が実際に発生している場合は、基本的には対策の必要性が高いと判断される。 

 

(4) 開口部対策の必要性を検討するためのその他の技術的事項 

防雪柵の開口部対策の必要性を検討する際は、「道路吹雪対策マニュアル（平成23年改訂版）」1)の吹雪危険

度や吹雪対策施設の適用条件、防雪柵の基本計画等も参考にするとよい。 
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3.3 開口部対策の種類 

 

防雪柵の開口部対策には、開口部の風や飛雪を制御して局所的な視程障害を緩和する方法と、開口部に

おける路側や道路線形の吹雪時の視認性を高める方法がある。 

 

【解説】 

(1) 開口部対策の種類 

防雪柵の開口部対策には、開口部の局所的な視程障害や視程の急変を緩和する方法として、冬期のみ設置可能

な形式の防雪柵や仮設柵等で開口部を塞ぐ方法（図3.3.1(a)）、防雪柵の延伸により開口部延長を狭める方法

（図3.3.1(b)）、抵抗物（副防雪柵等）を設置して収束する風と飛雪を制御して視程障害を緩和する方法（図

3.3.1(c)）がある。開口部対策のもう一つの方法は、視線誘導施設（スノーポール、固定式視線誘導柱等）の設

置により開口部の路側や道路線形の吹雪時の視認性を高める方法である（図3.3.1(d)）。表3.3.1に、これら開口

部対策の種類と特徴を示す。 

 

 

  

  

 

図3.3.1 防雪柵開口部における施設による対策の模式図 

「道路吹雪対策マニュアル（平成23年改訂版）」1)の図を参考に作成。 
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表3.3.1 開口部対策の種類と特徴 

種 類 方 法 特 徴 

局所的な視程障害

を緩和する方法 
開口部を塞ぐ方法 
（図3.3.1(a)） 

 冬期未使用の農地への取付道路等

に限られる 
 毎年の設置と撤去が必要 

開口部を狭める方法 
（図3.3.1(b)） 

 冬期未使用の農地への取付道路等

に限られる場合がある 
 開口部延長を十分に狭めることが

できない場合は効果を見込めない 
抵抗物（副防雪柵等）の

設置により収束する風や

飛雪を制御する方法 
（図3.3.1(c)） 

 副防雪柵には複数の種類がある 
 副防雪柵の種類によっては用地確

保が必要となる 
 副防雪柵の詳細は3.5～3.7を参照 

吹雪時の路側や道

路線形の視認性を

高める方法 

視線誘導施設の設置 
（図3.3.1(d)） 

 視程低下を改善するものではない 
 自発光式の視線誘導施設もある 

 

 

 

(2)局所的な視程障害を緩和する方法について 

開口部対策のうち冬期のみ設置可能な形式の防雪柵や仮設柵等で開口部を塞ぐ方法（図3.3.1(a)）は、開口部

を無くすことにより、また防雪柵の延伸により開口部延長を狭める方法（図3.3.1(b)）は、開口部延長をできる

だけ短くしてエンドエフェクトの影響による視程障害の出現頻度を低下させる方法である。これらのいくつかの

事例を後述の4.4に示す。ただし、これらの対策方法は、冬期未使用の交差道路や農地等への取付道路における開

口部のみに実施することができる限定された方法である。 

抵抗物（副防雪柵（写真3.3.1）等）を設置する方法は、防雪柵の開口部における風上側からの飛雪や風の収束

を制御して、開口部風下側の道路上へ侵入する飛雪の量を減少させて視程障害や視程の急変を緩和させる方法で

ある。副防雪柵は、仮設応急的に冬期間のみ設置することもできる。 

 

 

  
写真3.3.1 副防雪柵(Ｌ字型副防雪柵)の例 

 

 

(a) (b) 
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(3) 吹雪時の路側や道路線形の視認性を高める方法について 

もう一つの開口部対策である視線誘導施設の設置による方法は、開口部における局所的な視程低下を改善する

ものではないが、吹雪時の開口部の路側や道路線形の視認性を高めて冬期道路交通の安全性を向上させる方法で

ある。視線誘導施設には、視線誘導標（写真3.3.2(a)）、スノーポール（写真3.3.2(b)）、固定式視線誘導柱（写

真3.3.2(c)）、視線誘導樹（写真3.3.2(d)）等があり、その詳細は「道路吹雪対策マニュアル（平成23年改訂版）」

1)の第４編、第３章「視線誘導施設」を参照されたい。 

 

 

(a) 視線誘導標 

 
 

(b) スノーポール 

 
 

(c) 固定式視線誘導柱 

 
 

(d) 視線誘導樹 

 
 

写真3.3.2 視線誘導施設の例1) 
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3.4 開口部対策の選定 

 

防雪柵の開口部において視程障害の緩和等の対策が必要と判断される場合は、各対策方法の利点や留意

事項等の特徴と現地の各条件を勘案して対策方法を選定する。また、対策施設の選定では整備費や維持費

等も考慮して総合的に判断する。 

 

【解説】 

(1) 開口部の対策方法の選定について 

防雪柵の開口部において視程障害の緩和等の対策が必要と判断される場合は、各対策方法の利点や留意事項等

の特徴（表3.3.1）と現地の各条件を勘案して対策方法を選定する。現地における各条件とは、吹雪時の卓越風向

等の気象条件、道路構造や周辺の土地利用状況に付随する対策施設を設置することが可能な用地確保の可否、現

地における交通実態等である。さらに、対策施設の選定では整備費や維持費等も考慮して総合的に判断する必要

がある。 

開口部における対策方法の選定の一つの考え方として、冬期のみ設置可能な形式の防雪柵や仮設柵、飛雪を制

御する常設の副防雪柵等の施設による対策を主と考えてその実施の可否を検討する。これらの対策が困難な場合

や対策すべき箇所数が多く費用の観点からこれらの施設の設置が現実的ではない場合には、視線誘導施設の設置

による対策を検討する。以下では、開口部における対策方法の選定に関する着眼点を説明する。 

 

(2) 局所的な視程障害を緩和する方法の選定に関する着眼点 

局所的な視程障害を緩和する方法の選定において、開口部が冬期未供用の農地等への取付道路の場合は、冬期

のみ設置可能な形式の防雪柵（例えば、4.4の脱着式基礎や門扉式の防雪柵）や仮設柵の設置によって開口部を塞

ぐ方法と、防雪柵を延伸して開口部を狭める方法がある。本線の防雪柵が夏期に収納される形式の場合、本線の

防雪柵の設置や収納の作業に合わせて、これら開口部における柵を設置および撤去すると効率的である。ただし、

道路構造に起因して防雪柵を設置できないために開口部が生じている場合は、これらの方法を実施できないこと

が多い。これらの方法の実施が難しく、防雪柵の開口部において局所的な視程障害が著しい場合には、副防雪柵

等の抵抗物の設置を検討することになる。 

副防雪柵（L字型副防雪柵）の利点や留意事項等の特徴については、3.5～3.7で説明する。ただし、常設の副防

雪柵を設置するほとんどの場合、交差点付近等の用地条件の制約を受けることが想定される。そのため、道路用

地条件等については、副防雪柵による対策を計画する段階でなるべく詳細な情報を事前に調査しておくことが望

ましい。副防雪柵を開口部に設置する場合、仮設応急的に冬期間のみ設置することも選択肢として考えられる。

なお、副防雪柵の設置を検討する場合は、対策施設の材料費や施工費、設置に必要な用地の取得費用の有無等も

考慮して、総合的な観点から対策方法を選定することが望ましい。また、取付道路から本線に出入りする車両の

視界を妨げないよう配慮が必要となる。 

開口部を塞ぐ方法や防雪柵を延伸する方法、副防雪柵等の抵抗物を設置する方法の実施が困難な場合は、視線

誘導施設により開口部における路側や道路線形の吹雪時の視認性を高める方法を検討することになる。 

 

(3) 吹雪時の路側や道路線形の視認性を高める方法の選定に関する着眼点 

視線誘導施設は、吹雪による視程障害を緩和する施設ではなく、開口部の路側や道路線形の吹雪時の視認性を

高めるための施設であることに留意が必要である。そのため、副防雪柵等の対策を実施することができない場合



 - 19 -

の二次的な対策方法として位置付けられる。「道路吹雪対策マニュアル（平成23年改訂版）」1)によると、視線

誘導施設の設置間隔は40～80 m以下となる。具体的な視線誘導施設（視線誘導標、スノーポール、固定式視線誘

導柱、視線誘導樹等）の選定や配置、適用条件等については、「道路吹雪対策マニュアル（平成23年改訂版）」

1)の第４編、第３章「視線誘導施設」を参照されたい。 
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3.5 副防雪柵の特徴 

 

防雪柵開口部に副防雪柵を設置することにより、開口部における局所的な視程障害や強風を緩和するこ

とができる。ただし、副防雪柵の視程障害や強風を緩和する効果の程度は、吹雪時の風向等の現地条件に

より異なる。 

 

【解説】 

(1) 副防雪柵について 

防雪柵開口部の対策施設である副防雪柵を、表3.5.1に示す。この副防雪柵は、L字型副防雪柵と呼ばれる。L字

型副防雪柵は、防雪柵開口部の視程急変緩和対策として、延長の短い柵を本線の防雪柵に対して直角に設置（端

部をL字型に加工）したもの（表3.5.1の①）1), 7), 37)である。L字型副防雪柵には、道路交差部の道路形状に合わせ

て、延長の短い柵を45°の角度で繋ぎ合わせた角柵付のL字型副防雪柵（表3.5.1の②）もある。 

副防雪柵を防雪柵開口部に設置する際は、表3.5.1に示す副防雪柵の配置や特徴と、3.6「副防雪柵による開口部

対策の実施」および3.7「副防雪柵の設置」で説明する現地条件と対策効果との関係等を参考に検討を行う。なお、

L字型副防雪柵は、実際の道路における施工実績があり視程障害を緩和する効果を有することが確認されている9), 

37), 42)。以下では、L字型副防雪柵の対策効果に関する特徴を説明する。 

 

 

表3.5.1 Ｌ字型副防雪柵 

 
副防雪柵の種類 

 
外観と平面配置図の例 副防雪柵の構造や 

配置の特徴 

①L字型副防雪柵 
 

 

 
 

 延長の短い柵を本線

の防雪柵に対して直

角に接続したもの。 

 接 続 する 柵の 延 長

は、3～9 mの範囲が

多い。 

 実際の道路における

施工実績あり。 

②L字型副防雪柵 
（角柵付） 

 

 
 

 延長の短い柵を本線

の 防 雪柵 に対 し て

45°の角度で繋ぎ合

わせたもの。角柵付

とも言う。 

 接 続 する 柵の 延 長

は、3～9 mの範囲が

多い。 

 実際の道路における

施工実績あり。 
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(2) L字型副防雪柵の特徴 

L字型副防雪柵の設置による視程急変や強風の緩和効果について、これまでに実際の道路における移動気象観

測9), 37), 42)や石狩吹雪実験場での現地観測25), 26)、防雪柵模型を用いた風洞実験43)-46)、防雪柵周辺の気流を再現する

数値シミュレーション解析18), 22), 47)が実施され、L字型副防雪柵の設置により防雪柵開口部の視程低下や風速増加

が緩和される効果があることが確認されている。例えば、L字型副防雪柵を設置した開口部では、設置しない場

合に比べて吹雪時の視程が100 m未満となる割合が16 %から6 %に減少し37)、副防雪柵の設置によってドライバー

のアクセルやブレーキ操作のばらつきが小さく車速の低下が抑えられる傾向があることも確認されている42)。ま

た、図3.5.1に示すように、開口部における風速の増加と視程の低下は、副防雪柵の有無に関わらず開口部の延長

（幅）が大きくなるほど顕著になるが、L字型副防雪柵を設置した場合には風速の増加と視程の低下が抑えられ

る9)。ただし、開口部延長が8 m以下の狭い開口部では、副防雪柵の有無による風速と視程の違いは明確ではない

9)。一方、L字型副防雪柵の模型を用いた風洞実験24)によると、開口部の延長が長い（実寸大の20 m相当）とその

強風緩和効果は弱くなる傾向がある。この傾向は図3.5.1でもみられ、開口部延長が長いとL字型副防雪柵の有無

による風速と視程の差はやや小さくなる傾向がある。 

L字型副防雪柵の設置により、開口部における視程障害や強風を緩和する効果を期待することができるが、吹

雪時の風向が本線の防雪柵に直交する場合等の気象条件によっては、L字型副防雪柵の設置により風が強まり視

程が低下する場合もある18), 24)-26), 43)-48)。例えば、防雪柵周辺の風速分布に関する数値シミュレーション解析18), 47)

によると、L字型副防雪柵を開口部の両側に設置した場合、風向が防雪柵に直交すると、副防雪柵を設置しない

場合よりも開口部における気流の収束が強まり風速が増加する。この特徴は防雪柵模型を用いた風洞実験24), 46)や

実寸大の防雪柵を用いた現地観測25), 26)でも確認されている。また、角柵付のL字型副防雪柵を開口部の片側に設

置した場合でも、風洞実験24), 43), 44)や数値シミュレーション解析22), 25), 47)より、直交風時における風速増加の特徴

が確認されている。 

 

 

  

図3.5.1 開口部延長と(a)風速比、(b)視程比の関係9) 

L字型副防雪柵が設置されている開口部（□）と設置されていない開口部（○）の移動気象観測による比較。 

風速比：開口部とその前後の防雪柵設置箇所区間における風速の最大値／平均値 

視程比：開口部とその前後の防雪柵設置箇所区間における視程の最低値／中央値 

  

(a) (b) 
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3.6 副防雪柵による開口部対策の実施 

 

副防雪柵による開口部対策を実施する際は、副防雪柵の利点や留意事項等の特徴と、対策を行う箇所の

吹雪時の気象状況や設置に必要な用地確保の可否などの現地条件、設置にかかる費用等を勘案して総合的

な観点で行う。 

 

【解説】 

(1) 副防雪柵による開口部対策を実施する際の主な着眼点 

ここでは、L字型副防雪柵を単に副防雪柵と呼ぶ。防雪柵の開口部に副防雪柵を設置する際は、3.5で示した副

防雪柵の利点や留意事項等の特徴と、対策を行う箇所の現地条件や設置にかかる費用等を勘案して、総合的な観

点から検討を行う。現地条件の主なものは、吹雪時の卓越風向等の気象条件、副防雪柵を設置することが可能な

用地確保の可否等である。 

表3.6.1に、副防雪柵による開口部対策を行う際の主な着眼点として、吹雪時の卓越風向、設置に必要な用地幅、

設置にかかる費用に対する副防雪柵の特徴を示す。吹雪時の卓越風向は、副防雪柵の開口部における片側設置ま

たは両側設置を判断するための基本的な情報となる。副防雪柵の設置に必要な用地幅については、吹き止め柵の

設置位置が路肩端から6.5～10mであること1)に基づき、これを含めた用地幅を求めた。対策する箇所の道路構造

や開口部の土地利用状況に基づく用地確保の可否等に関連して、副防雪柵を設置できない場合も考えられる。設

置にかかる費用は、個別の副防雪柵の材料費や施工費に加えて、路線全体や工区全体において対策すべき開口部

の箇所数に基づく総費用の観点からも検討する必要がある。なお、対策する箇所がこれらの条件に合致せず副防

雪柵を設置できない場合は、3.4で示す別の開口部対策方法を検討する。 

 

 

 

表3.6.1 副防雪柵による開口部対策を行う際の主な着眼点 

副防雪柵の種類 設置 
方法 

吹雪時の卓越風向 
に対する緩和効果※ 設置に必要な用地幅 

（本線の吹き止め柵を含む） 
設置にかかる 

費用 
斜風 直交風 

L字型副防雪柵 
（柵2枚の場合） 
（表3.5.1①） 

片側 ○ △ 
路肩端から 
12.5～16.0m 

防雪柵の2スパン

分の費用 

両側 ◎ △ 片側設置の2倍 

L字型副防雪柵（角柵付） 
（柵3枚の場合） 
（表3.5.1②） 

片側 ○ △ 
路肩端から 
14.6～18.1m 

防雪柵の3スパン

分の費用 

両側 ◎ △ 片側設置の2倍 

◎：顕著な効果あり、○：効果あり、△：条件により効果が低減する場合がある。 
※これらは視程低下と風速増加を緩和する効果を相対的に表したものである。 
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(2) 吹雪時の卓越風向について 

防雪柵の開口部において局所的な視程障害や強風が顕著になるのは、主に吹雪時の風向が防雪柵に対して直交

する方向を中心にした45°の範囲である（2.1参照）21)-26)。特に風向が防雪柵に直交する場合、開口部における視

程低下が大きくなる25), 26)。図3.6.1に、防雪柵と風向の大まかな関係を示す。 

 

 

 

図3.6.1 防雪柵と風向の関係 

 

 

 

副防雪柵を設置する際、視程障害の緩和の観点から開口部の両側に設置するとより高い効果を見込むことがで

きる25), 26)。ただし、開口部の両側に副防雪柵を設置すると、設置にかかる費用は片側設置の２倍となる。そのた

め、対策する箇所の吹雪時の卓越風向（主風向）を調査して、卓越風向が防雪柵に対して斜め方向に偏る場合は、

卓越する風向側の開口部の片側のみに副防雪柵を設置すると効果的である。設置した側からの斜風の際は、副防

雪柵の形状に関わらず、強風を緩和する効果がみられる24), 43), 44), 46)。その他、両側設置と片側設置に関しては、

3.7(4)を参照されたい。 

吹雪時の卓越風向が本線の防雪柵に直交する場合、副防雪柵を開口部に設置すると風速が逆に強まる傾向があ

る（3.5(2)参照）18), 24)-26), 46), 47)。この傾向は、副防雪柵を開口部の両側に設置した場合に顕著となるが、片側に設

置した場合25), 26)でも同様な傾向となる場合がある。一方、直交風時の視程について、副防雪柵を開口部の片側に

設置した場合の視程低下の緩和効果は明確ではないが、両側に設置した場合は効果を有するとの現地観測結果25)

もあり、風速とはやや異なる傾向になる場合がある。 

吹雪時の卓越風向の調査には、現地観測40), 41)や近傍の気象観測データの解析1)の他、雪況調査による風紋や吹

きだまり形状から把握する方法39)、吹雪時の風況を再現する数値シミュレーション解析18)がある。また、過去の

事故事例など個別の事例で副防雪柵の設置を検討する際は、これら複数の方法により多角的に調査することや気

象状況や道路構造等の現地状況を反映させた詳細な数値シミュレーション解析による事例解析も有効な方法であ

る。図3.6.2に、参考として、現地観測によって視程ごとの風向別頻度を調べた例19)を示す。 

 

 

 

 

開口部

斜風斜風
直交風

防雪柵

45.0o

道路

斜風斜風
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図3.6.2 現地観測による吹雪時の風向別頻度の例19) 

(a)視程が200 m以上かつ500 m未満の場合、(b)視程200 m未満の場合の風向別頻度。 

 

 

(3) 設置に必要な用地幅について 

副防雪柵を開口部に設置する際、ほとんどの場合で用地の確保が必要となり、交差点付近や取付道路等の用地

条件の制約を受ける。そのため、副防雪柵による開口部対策を計画した段階で、道路用地条件に関する詳細な情

報を事前に調査しておくことが望ましく、吹雪時の卓越風向等の気象条件を勘案しながら現地で確保可能な用地

幅に応じて副防雪柵を設置することとなる。 

 

(4) 設置にかかる費用について 

現在使われている防雪柵（吹き止め柵）の支柱は、3 m間隔で施工される場合が多い。本技術資料(案)で示し

た現地観測を行った副防雪柵25), 26)は、既存の防雪柵の１スパン分（幅3 m）の柵を使用している。特別な加工等

は必要ない。よって、副防雪柵の材料費は、基本的に１スパン分（幅3 m）の柵の枚数とそれに伴う各部材の数

量によって決まる。自立式の防雪柵（図3.6.3）を用いる場合、副防雪柵の構造により数量が変化する部材は、主

に柵端部の送り止めと基礎である。これらの数量を比較した例を表3.6.2に示す。副防雪柵の材料費は、表3.6.2の

数量にそれぞれの単価を乗じて概算するとよい。なお、表3.6.2の数量は、開口部の片側にこれらの副防雪柵を設

置する場合であり、開口部の両側に設置する場合はその２倍の数量となる。 

実際の副防雪柵の設置には、これら部材の費用に加えて、副防雪柵の設置や接続加工等の施工費、また必要に

応じて用地取得費用が必要となる。なお施工費は、路線全体や工区全体における副防雪柵の設置数等にも影響す

るので、対策が必要な箇所数と副防雪柵の構造（3.7参照）が決まった段階で別途見積により確認する必要がある。 

 

表3.6.2 副防雪柵の主要部材の数量の例 

副防雪柵の種類 
（片側設置） 

防雪板 
（幅3 m、支柱含む） 送り止め 基礎（コンクリート 

ブロックの場合） 

L字型副防雪柵 
（柵2枚の場合） 
（表3.5.1①） 

2（6 m） 1※ 2 

L字型副防雪柵（角柵付） 
（柵3枚の場合） 
（表3.5.1②） 

3（9 m） 1※ 3 

北

北北東

北東

東北東

東

東南東

南東

南南東

南

南南西

南西

西南西

西

西北西

北西

北北西 100

50

(a) n = 315視程： 200m≦ ＜500m

北

北北東

北東

東北東

東

東南東

南東

南南東

南

南南西

南西

西南西

西

西北西

北西

北北西 40

20

(b) n = 68視程： ＜200m
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※本線の既設の防雪柵の送り止めを活用できる場合は不要。 

 

 

図3.6.3 防雪柵(吹き止め柵)の(a)正面図と(b)側面図の例 

「北海道開発局道路設計要領 第６集 標準設計図集」より 

 

  

(a) (b) 
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3.7 副防雪柵の設置 

 

防雪柵開口部に副防雪柵を設置する場合は、本線側の防雪柵の構造を参考に副防雪柵を構成する防雪板

や柵高を検討する。また、副防雪柵を設置する際は、交差点付近におけるドライバーの視距の確保等にも

留意する。 

 

【解説】 

(1) 副防雪柵の設置について 

防雪柵の開口部に副防雪柵を設置する場合は、本線側の防雪柵の構造を参考に副防雪柵を構成する防雪板や柵

高を検討する。また、吹雪時の卓越風向や本線側の既設の防雪柵と開口部との位置関係、開口部の土地利用状況

や交差道路の状況等の現地条件に基づいて、副防雪柵の延長等を検討する。なお、副防雪柵を設置する際は、交

差点付近におけるドライバーの視距の確保等にも留意する。以下では、これらについて説明を行う。 

 

(2) 副防雪柵を構成する防雪板 

本技術資料(案)で示す防雪柵の開口部対策は、吹き止め柵の開口部を対象としている（1.2参照）。よって、副

防雪柵を構成する防雪板等の構造は、本線における既設の吹き止め柵と基本的には同じである。吹き止め柵の構

造について、「道路吹雪対策マニュアル（平成23年改訂版）」1)によると、吹き止め柵全体の空隙率は0～10 %で

あり、上部は有孔板（空隙率30 %程度）、下部は無孔板で構成されることが多く、上部の有孔板の範囲は柵高に

対して1/2～1/3程度とされている（表3.7.1）。 

 

 

表3.7.1 吹き止め柵の防雪板の構成例1) 

 
 

 

忍び返し 

忍び返し 
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(3) 副防雪柵の柵高 

副防雪柵の柵高は、本線における既設の吹き止め柵と同程度の柵高とすることが望ましい。本線の吹き止め柵

に設けられることが多い柵上部の「忍び返し」（表3.7.1）は、副防雪柵においては必ずしも必要ではない。忍び

返しを設けないことにより本線の柵高より低くなるが、忍び返しが無い場合でも開口部における視程低下と強風

の緩和効果を有することが実寸大の防雪柵を用いた現地観測（写真3.7.1(a)）25), 26)や防雪柵模型を用いた風洞実

験49)によって確認されている。なお、忍び返しは、路側近くに高い柵を設置することからドライバーに与える圧

迫感を和らげることを意図したものである5), 6)。 

 

(4) 両側設置と片側設置 

吹雪時の卓越風向が防雪柵に対して斜めとなる場合は、副防雪柵を開口部の片側のみに設置することで十分効

果的である（3.6(2)参照）。また、吹雪時の卓越風向が防雪柵に直交する場合や開口部の左右にばらつく場合は、

開口部の両側に副防雪柵を設置することを検討する。ただし、直交風が顕著に卓越する場合は、副防雪柵の直交

風時の強風と視程低下の緩和効果に関する特徴、用地の確保等の制約条件も勘案して、設置する副防雪柵を検討

することが望ましい（3.6(2)参照）。 

 

 

  

写真3.7.1 現地観測における副防雪柵の(a)両側設置と(b)片側設置の例 

L字型副防雪柵を開口部の(a)両側に設置した例と、(b)片側に設置した例。 

 

 

(5) 副防雪柵の延長 

数値シミュレーション解析18), 47)によると、吹雪時の風向が防雪柵に直交する場合に、副防雪柵（L字型副防雪

柵）を開口部の両側に設置すると、開口部における気流の収束が強まり風速が増加する傾向がある。この傾向は、

副防雪柵の延長が長いほど顕著となる。また、防雪柵の模型を用いた風洞実験43)-45)によると、副防雪柵を開口部

の片側に設置した場合、副防雪柵の延長が長い場合（実寸大の6 mおよび9 m相当）より、延長が短い場合（実寸

大の3 m相当）の方が開口部の風速増加を軽減し、この傾向は直交風のみならず、副防雪柵を設置した側からの

斜風や設置しない側からの斜風の際もみられた。これらの結果から、用地確保等の問題から副防雪柵を１スパン

分（幅3 m）しか設置できない場合でも、その強風の緩和効果を見込むことができると考えられる。視程障害の

緩和の程度と副防雪柵の延長との関係は現時点では不明であるが、飛雪流量は風速と比例の関係にある（2.1参照）

ことから、視程低下の緩和も見込むことができると考えられる。 

(a) 両側設置 (b) 片側設置 
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(6) その他の留意事項 

副防雪柵を開口部に設置する際は、以下の点にも留意する。 

防雪柵の開口部において副防雪柵を設置する場合は、交差点付近の視距の確保等にも留意する必要がある。特

に、道路本線の防雪柵の端部よりも交差道路側に副防雪柵を近づける場合は、交差道路側の一時停止線からの視

距が現状よりも確保しにくくなる場合があるので、設置範囲の検討時に確認する必要がある。 

また、道路本線の法尻には、農業用の明渠等の排水構造物、地下埋設物（排水管、情報ボックス管路や占用物

件である上下水道管、通信ケーブル等）がある場合があるため、事前に試掘等の調査を行うことが望ましい。特

に、明渠は幅が広いため、副防雪柵が明渠を跨ぐか設置できない場合があることに留意する必要がある。 

 

 

  



 - 29 -

4. 開口部対策に関するその他の技術的事項 

 
4.1 新たな副防雪柵による開口部対策 

 

新たな形式の副防雪柵には、斜行柵群と鉤型副防雪柵（くの字型副防雪柵）がある。これらの副防雪柵

は、実際の道路での施工実績はないが、現地観測等により開口部における視程障害や強風を緩和する効果

が確認されている。 

 

【解説】 

(1) 新たな形式の副防雪柵について 

本技術資料(案)の3章「防雪柵の開口部対策」では、実際の道路において施工実績のあるL字型副防雪柵につい

て説明を行った。L字型副防雪柵以外の新たな形式の副防雪柵として、表4.1.1に示す斜行柵群と鉤型副防雪柵

（くの字型副防雪柵）が提案されている。これらの副防雪柵は、実際の道路における施工実績はないが、実寸大

の防雪柵を用いた現地観測19), 50)-52)や防雪柵模型を用いた風洞実験49), 53), 54)、数値シミュレーションによる防雪柵

周辺の風速分布の解析18), 48)により、開口部における視程障害や強風を緩和する効果が確認されている。以下では、

これらの副防雪柵の特徴を説明する。 

 

 

表4.1.1 新たな形式の副防雪柵 

 
副防雪柵の種類 

 
外観と平面配置図の例 副防雪柵の構造や 

配置の特徴 

①斜行柵群 
（柵3枚の場合） 

 

 
 

 複数枚の延長の短い柵

を各々の設置角度を変

えて配置したもの。 

 本線の防雪柵とは離し

て設置する。 

 実際の道路での施工実

績はないが、現地観測

等で視程障害の緩和効

果が確認されている。 

 柵の枚数は、4枚と3枚
のタイプがある。 

②鉤型副防雪柵 
（くの字型 
副防雪柵） 

 

 
 

 延長の短い柵2枚を直角

に連結したもの。 

 本線の防雪柵とは離し

て設置する。 

 実際の道路での施工実

績はないが、現地観測

等で視程障害の緩和効

果が確認されている。 
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(2) 斜行柵群の特徴 

本線の防雪柵に直交する風向でも開口部における視程障害を緩和できる副防雪柵の開発を目的として、副防雪

柵の設置角度を変えた場合の防雪柵周辺の風速分布に関する数値シミュレーション解析（図4.1.1）18), 48)が実施さ

れ、風向に対して直角に副防雪柵を配置すること（図4.1.1(d)）により、開口部における強風域が小さくなるこ

とが示された。また、道路と平行に吹く風や飛雪を効果的に低減させる防雪柵の配置として、柵を一定間隔で斜

めに並べて配置したヘリンボン柵（図4.1.2）がある47), 55)。これらの既往技術も参考に、防雪柵に直交する風と斜

めからの風の両方に対して開口部における視程障害の緩和効果を有するように、防雪柵の１スパン分（幅3 m）

の柵を複数枚並べて配置した副防雪柵（表4.1.1の①）を考案した18), 48)。この副防雪柵を「斜行柵群」と呼ぶ。 

 

 

  
図4.1.1 1スパン分(幅3 m)の柵の設置角度を変化させた場合の数値シミュレーション解析による風速分布18) 

柵の設置角度は、風向（矢印）に対して(a)0°、(b)30°、(c)60°、(d)90°。 

 

    

図4.1.2 ヘリンボン柵55) 

(a)道路中心線に沿った風に用いられたヘリンボン柵の配置、(b)道路と風向のなす角度αが55°

以下の場合は、柵を風向に対して直角に配置する。 

30m60ﾟ

道路

防雪柵

（高さH）

風

(a)

道路

防雪柵

（高さH，空隙率P）

Dmin = (sina)(12 + 49P + 7P2 - 37P3)H a（道路と風向

のなす角度）

(b)

(a) (b) 

(c) (d) 

道路 防雪柵 

副防雪柵 
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斜行柵群による防雪柵開口部における強風の緩和効果について、数値シミュレーション解析18), 48)や防雪柵模型

を用いた風洞実験49), 53)が行われ、風向が防雪柵に対して直交する際にも強風が緩和されることが確認された。ま

た、実寸大の防雪柵を用いた現地観測19), 50)-52)では、斜行柵群による直交風時の開口部における視程障害や強風の

緩和効果（図4.1.3(a)）と、視程低下（例えば、視程200 m未満）の観測数が減少する効果が確認された。斜行柵

群によるこれらの効果は、斜風の場合でもみられ、開口部の片側に設置した場合は、特に斜行柵群を設置した側

からの斜風時にその効果が顕著に現れる19), 50), 51)。 

 

(3) 鉤型副防雪柵（くの字型副防雪柵）の特徴 

斜行柵群は3～4枚の柵から構成され、開口部の両側に設置する場合はその倍の数量が必要になる。一方、副防

雪柵の設置にかかる用地の制約や整備費を鑑みれば、柵の枚数は可能な限り少なく、かつ設置に要する面積はで

きるだけ小さい方が望ましい。そこで、柵の枚数をより少なくして設置に必要な用地幅を小さくするため、防雪

柵の１スパン分（幅3 m）の柵2枚を直角に連結して本線の防雪柵から離して設置する副防雪柵（表4.1.1の②）を

考案した18), 48)。この副防雪柵を、「鉤型副防雪柵（くの字型副防雪柵）」と呼ぶ。 

鉤型副防雪柵による防雪柵開口部における強風の緩和効果について、数値シミュレーション解析18), 48)や防雪柵

模型を用いた風洞実験49), 53)が行われ、直交風時の開口部風下側における強風域の縮小等の強風緩和効果が確認さ

れた。また、実寸大の防雪柵を用いた現地観測52)でも、直交風時の開口部における鉤型副防雪柵の視程低下の緩

和効果（図4.1.3(b)）が確認され、この緩和効果は斜風の場合でもみられる。 

 

 

 

  

図4.1.3 斜行柵群と鉤型副防雪柵(くの字型副防雪柵)の現地観測結果の例52) 

防雪柵の風上50 mの基準点における観測値と、(a)斜行柵群を設置した開口部の風速の観測値、

(b)鉤型副防雪柵(くの字型副防雪柵)を設置した開口部の視程の観測値を比較した例。 

 

 

  

(a) (b) 
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4.2 新たな副防雪柵を設置する場合の留意点 

 

新たな形式の副防雪柵を設置する場合は、L字型副防雪柵を含めた各副防雪柵の利点や留意事項等の特

徴と、対策を行う箇所の吹雪時の気象状況や設置に必要な用地確保の可否などの現地条件、設置にかかる

費用等を勘案して総合的な観点で検討を行う。 

 

【解説】 

(1) 新たな形式の副防雪柵を設置する場合の主な留意点 

防雪柵の開口部に新たな形式の副防雪柵を設置する際は、L字型副防雪柵（3.5～3.7参照）を含めた各副防雪柵

の利点や留意事項等の特徴と、対策を行う箇所の現地条件や設置にかかる費用等を勘案して、総合的な観点から

副防雪柵を選定する等の検討を行う。現地条件の主なものは、L字型副防雪柵（表3.6.1）と同様に、吹雪時の卓

越風向等の気象条件と、副防雪柵を設置することが可能な用地確保の可否である。表4.2.1に、新たな形式の副防

雪柵による開口部対策を実施する際の主な留意点として、吹雪時の卓越風向、設置に必要な用地面積、設置にか

かる費用に対する各副防雪柵の特徴を示す。 

 

 

表4.2.1 新たな形式の副防雪柵による開口部対策を実施する際の主な留意点 

副防雪柵の種類 設置 
方法 

吹雪時の卓越風向 
に対する緩和効果※ 設置に必要な用地幅 

（本線の吹き止め柵を含む） 
設置にかかる 

費用 
斜風 直交風 

斜行柵群 
（表4.1.1①） 

片側 ◎ ○ 
路肩端から 
18.5～22.0m 

L字型副防雪柵に

比べて高い 

両側 ◎ ◎ 片側設置の2倍 

鉤型副防雪柵 
（くの字型副防雪柵） 

（表4.1.1②） 

片側 ◎ ○ 
路肩端から 
12.5～16.0m 

L字型副防雪柵と

同等かやや高い 

両側 ◎ ◎ 片側設置の2倍 

◎：顕著な効果あり、○：効果あり、△：条件により効果が低減する場合がある。 
※これらは視程低下と風速増加を緩和する効果を相対的に表したものである。 

 

 

(2) 吹雪時の卓越風向について 

斜行柵群や鉤型副防雪柵は、吹雪時の卓越風向が本線の防雪柵に直交する場合でも視程低下や強風増加の緩和

効果を有することが現地観測19), 50)-52)、防雪柵模型を用いた風洞実験49), 53), 54)、数値シミュレーション解析18), 48)で

確認されている。よって、吹雪時の卓越風向が防雪柵に直交する場合は、斜行柵群や鉤型副防雪柵の設置を検討

するとよい。ただし、吹雪時の風向が防雪柵に対して常に直交方向になることは稀である。よって、直交風の頻

度が極めて高いか、他の風向とわずかの差で直交方向の頻度が高いか等に着目し、吹雪時に直交風が卓越する程

度や頻度がそれほど高くない場合は、用地幅等の条件も考慮してL字型副防雪柵を選択する考え方もある。 
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(3) 設置に必要な用地幅について 

副防雪柵の設置に必要な用地幅は、L字型副防雪柵（表3.6.1）、斜行柵群と鉤型副防雪柵（表4.2.1）で異なる。

本技術資料(案)で示すL字型副防雪柵、斜行柵群、鉤型副防雪柵のうち、設置に必要な用地幅が最も小さいのはL

字型副防雪柵（表3.6.1）であり、次いで、鉤型副防雪柵、斜行柵群（表4.2.1）の順に用地幅は大きくなる。ただ

し、L字型副防雪柵が最も小さい用地幅となるが、前述したように吹雪時の風向が本線の防雪柵に直交する場合

は、鉤型副防雪柵や斜行柵群に視程障害の緩和効果において優位性があるので、用地確保の可否と対策による効

果、設置にかかる費用等を勘案して総合的な観点から副防雪柵を選定することが望ましい。 

 

(4) 設置にかかる費用について 

本技術資料(案)で示す斜行柵群と鉤型副防雪柵19), 50)-52)は、既存の防雪柵の１スパン分（幅3 m）の柵を使用し

ており、これらの副防雪柵のために新たに製作や加工をしたものではない。よって、これらの副防雪柵の材料費

は、L字型副防雪柵と同様、基本的に１スパン分（幅3 m）の柵の枚数とそれに伴う各部材の数量によって決まる。

斜行柵群と鉤型副防雪柵を開口部の片側に設置する際の各部材の数量の例を表4.2.2に示す。 

各部材の数量について、L字型副防雪柵（表3.6.2）と斜行柵群および鉤型副防雪柵（表4.2.2）で比較すると、L

字型副防雪柵は、防雪柵本体と連結した構造であり、必要な柵の枚数が2枚であれば、鉤型副防雪柵や斜行柵群

より材料費の点で有利となる。一方、斜行柵群は、幅3 mの柵3～4枚を単体で設置するため、送り止めや基礎の

数がL字型副防雪柵や鉤型副防雪柵のそれより多くなり、材料費がやや高くなる。鉤型副防雪柵の材料費は、L字

型副防雪柵と斜行柵群の中間となり、L字型副防雪柵（柵3枚を使用）の場合と同程度か、やや安価となる。 

 

 

表4.2.2 新たな形式の副防雪柵の主要部材の数量の例 

副防雪柵の種類 
（片側設置） 

防雪板 
（幅3 m、支柱含む） 送り止め 基礎（コンクリート 

ブロックの場合） 

斜行柵群 
（表4.1.1①） 3（9 m） 3 6 

鉤型副防雪柵 
（くの字型副防雪柵） 

（表4.1.1②） 
2（6 m） 1 3 

 

 

 

(5) 新たな形式の副防雪柵の構造に関するその他の技術的事項について 

本技術資料(案)で示す斜行柵群と鉤型副防雪柵19), 50)-52)の防雪板等の構造は、L字型副防雪柵（3.7）と同様に、

本線における既設の吹き止め柵と基本的に同じである。また、本線の吹き止め柵に設けられることが多い柵上部

の「忍び返し」（表3.7.1）は、これらの副防雪柵においては必ずしも必要ではない。忍び返しが無い場合でも開

口部における視程低下と強風の緩和効果を有することが実寸大の防雪柵を用いた現地観測19), 52)や防雪柵模型を用

いた風洞実験53), 54)によって確認されている。 

斜行柵群で使用する柵の枚数に関する数値シミュレーション解析18), 48)と防雪柵模型を用いた風洞実験49), 53), 54)

によると、柵の数枚を4枚から3枚に減らした場合でも、直交風と斜風のいずれの風向においても強風を緩和する

効果があることが確認されている。実寸大の防雪柵を用いた現地観測19), 50)-52)では、3枚の柵を用いた斜行柵群を
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開口部の片側に設置して、直交風と斜風のいずれの場合でも視程低下の緩和効果を有することが確認されている。 

また、斜行柵群の3枚の柵の設置角度について、防雪柵模型を用いた風洞実験54)により設置角度ピッチが22.5°

と30°の場合（図4.2.1）で比較した結果、30°の角度ピッチで斜行柵群を配置する方が、強風を緩和する効果が

高いことが示された。実寸大の防雪柵を用いた現地観測19), 50)-52)では、3枚の柵を30°の角度ピッチで設置した斜

行柵群（表4.1.1①）を開口部の片側に設置し、視程障害を緩和する効果が確認されている。 

以上より、斜行柵群で使用する柵の枚数は3枚、その設置角度ピッチは30°（図4.2.1(b)）がよいと考えられる。 

 

 
 

 
 

 

 
 

図4.2.1 斜行柵群の設置角度ピッチ 

防雪柵模型を用いた風洞実験における斜行柵群の設置角度ピッチと設置の例。10 mmは実寸大の1mに相当。 
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4.3 防雪柵の端部対策について 

 

本技術資料(案)で示した防雪柵の開口部対策は、防雪柵の端部における視程急変の緩和対策としても活

用することができる。 

 

【解説】 

本技術資料(案)は、主に防雪柵の開口部における対策について取りまとめたが、防雪柵の整備区間の末端とな

る端部でも視程や風速の急変が発生する1), 8), 42)。図4.3.1に示すように、防雪柵の端部で視程が低下する区間は数

m～20 m程度であり1), 8)、防雪柵の整備区間と未整備区間における視程の急な変化を和らげる等の対策が必要な場

合がある1)。 

防雪柵の端部における局所的な視程急変や視程障害の緩和対策については、現地観測や実験等によるデータや

知見が限られるが、本技術資料(案)で示した副防雪柵等の対策は、端部対策にも活用できると考えられる。例え

ば、防雪柵の端部における移動気象観測42)の結果によると、L字型副防雪柵の設置により視程の急変を緩和させ

る効果がみられたとの例がある。また、防雪柵の端部に１条狭帯林等の抵抗部を設置することにより視程の急変

を緩和することができるとする数値シミュレーション解析結果56)がある他、擬木板を端部に配置した対策事例

（4.4(2)参照）もある1)。 

 

 

  

 
図4.3.1 防雪柵端部の(a)影響範囲と(b)風速比1) 

風速比は、直交風の場合で防雪柵なしの風速に対する比。 

 

  

防雪柵 20m程度

端部影響範囲

20m程度

端部影響範囲

(a) 

(b) 
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4.4 開口部と端部の対策事例 

 

防雪柵開口部の対策施設の施工事例として、L字型副防雪柵の他、門扉式の柵の設置や脱着式の基礎を

用いた防雪柵を採用した事例等がある。また、防雪柵の端部対策には、擬木板を配置して視程の急変を緩

和する対策事例がある。 

 

【解説】 

(1) 開口部対策の事例 

写真4.4.1は、防雪柵開口部におけるL字型副防雪柵の設置例である。防雪柵の開口部対策のうち施設による対

策のその他の事例として、脱着式の基礎を用いた防雪柵や門扉式の防雪柵等により冬期のみ開口部を塞ぐ方法を

採用した事例等がある。例えば、取付道路の中には、田畑への取付など夏期は使用するが冬期は利用しない箇所

がある。そうした箇所の防雪柵の開口部には、脱着式基礎部（写真4.4.2～4.4.5）や門扉式（写真4.4.6および4.4.7）

の防雪柵を使用している例がある1)。 

また、米国の道路交差点における吹雪対策事例として、図4.4.1に示すように道路形状に合わせて三角状に高木

と低木を配置した防雪林（ミネソタ・スノートラップ）55)がある。この方法も、防雪柵の開口部、特に道路交差

部における視程障害緩和のための有効な方法の一つと考えられる。なお、国内における防雪林の種類や育成等に

ついては、「道路吹雪対策マニュアル（平成23年改訂版）」1)の第２編「防雪林編」を参照されたい。 

 

 

  

  
写真4.4.1 Ｌ字型副防雪柵の設置例 

(a)(b)L字型副防雪柵の設置例、(c)(d)夏期の収納状況の例。 

収納された副防雪柵 

(写真4.4.1(a)と同じ箇所) 

 

(a) 

(d) 

(b) 

(c) 

道路側 
本線の 

防雪柵 

副防雪柵 

収納された副防雪柵 

(写真4.4.1(b)と同じ箇所) 

 

本線の 

防雪柵 

副防雪柵 

本線の 

防雪柵 
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写真4.4.2 脱着式基礎部を用いた開口部の例１（吹き止め柵） 

(a)冬期と(b)～(d)夏期の状況。 

  

  
写真4.4.3 脱着式基礎部を用いた開口部の例２（吹き止め柵） 

(a)冬期と(b)～(d)夏期の状況。 

(a) (b) 

開口部 

(a) (b) 

開口部 

取付道路 

(c) (d) 

開口部 

開口部の 

防雪板 

開口部の主柱 

収納された 

防雪柵 

開口部の主柱 

開口部の 

防雪板 

開口部の基礎部 

(c) (d) 

開口部 収納された 

防雪柵 
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写真4.4.4 脱着式基礎部を用いた開口部の例３（吹き止め柵） 

(a)冬期と(b)～(d)夏期の状況。 

  

  

写真4.4.5 脱着式基礎部を用いた開口部の例４（吹き払い柵） 

(a)冬期と(b)～(d)夏期の状況。 

(a) (b) 

開口部 

(a) (b) 

開口部 

夏期に取り外したときの 

脱着式基礎の蓋 

(c) (d) 

開口部の主柱 

開口部の 

防雪板 

開口部の基礎部 

開口部 

開口部の基礎部 

開口部の主柱 

開口部の 

防雪板 

(c) (d) 

開口部 
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写真4.4.6 門扉式の開口部の例１（吹き止め柵） 

(a)冬期と(b)夏期の状況。 

 

 

 
写真4.4.7 門扉式の開口部の例２（吹き払い柵）1) 

 

 

   

図4.4.1 ミネソタ・スノートラップ（Minnesota snow trap）55) 

 

道路

高木

（トウヒ）

低木

道路

(a) (b) 

(a) (b) 
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(2) 端部対策の事例 

本技術資料(案)は、防雪柵の開口部における対策を主な対象にしている。一方、防雪柵の整備区間が途切れる

防雪柵の端部でも対策が必要な場合がある1)。本技術資料(案)で示したL字型副防雪柵は、防雪柵の端部対策とし

ても設置されている1), 42)。また、写真4.4.8のように防雪柵端部に脱着式基礎部を用いて、冬期のみ防雪柵を延伸

している例もある。写真4.4.9は、山岳道路での吹き止め柵の端部処理として擬木板を千鳥配置して視程の急変を

緩和する対策を行った事例である1)。さらに、防雪柵の端部に１条狭帯林等の抵抗部を設置することにより視程

の急変を緩和することができるとする数値シミュレーション解析結果56)がある。 

 

 

 

  
写真4.4.8 脱着式基礎部を用いた防雪柵端部の例 

(a)吹き止め柵、(b)吹き払い柵の例。 

 

 

 

 
写真4.4.9 端部対策施設として擬木板を配置した事例1) 

 

 

  

(a) (b) 

端部の基礎部 

端部の基礎部 
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